（様式　３）
「京都丹波インバウンド誘致推進地域人づくり事業」経費見積書
	区　　    分

	内　　        訳
	金   額（円）

	事業に要する経費
(必要な項目は、適宜追加し、各々の項目の内容を詳細に記載して下さい。)
	事務消耗品費
通信費
運送・郵送料
印刷費
機器リース料
事務用品リース料
セミナー等会場使用料
セミナー講師謝金・交通費
展示会等開催経費
専門家（プレゼンター・カウンセラー・コンサルタント）指導謝金
在職者研修費用
本事業への従事相当時間に応じた既存従業員の人件費（※１）
本事業に従事する既存従業員の活動旅費（※１）

	

	合　計（ａ）

	※２（上限額の範囲内で記載すること）
	

	消費税額（ｂ）

	（ａ）× ０．０８（小数点以下切り捨て）
	

	総合計（ｃ）
　年度別内訳
	※３（ａ＋ｂ）
平成26年度(事業開始日～平成27年3月31日)
平成27年度（平成27年4月1日～事業終了日）
	


　○ 内訳欄には、年度別に事業積算式を用いて詳細に記載すること。
  ※１ 他社の従業員の処遇改善を支援する事業者のみの対象経費となります。
　※２ 二重課税を避けるため、消費税を含むもの（通勤定期等購入代経費）については税抜き表示とすること。ただし、消費税免税事業者の場合は、消費税を含む経費については税込みで記載し、消費税額（ｂ）欄にその旨記載すること。 

※３ 所要経費の年度別内訳を記入すること。
○本様式に記載できない場合は、適宜別紙に記載すること。
